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【1】貸 借 対 照 表 
 

2023年 3月31日現在 
（単位：百万円） 

科  目 金  額 科  目 金  額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）  

流 動 資 産  流 動 負 債  

現金及び預金 80,098 電子記録債務 17,636  

受取手形 2,315 買掛金 19,027  

売掛金 29,520 償還期長期借入金 6,000  

商品及び製品 16,213 未払金 2,096  

仕掛品 15,358 未払法人税等 4,892  

原材料及び貯蔵品 20,846 未払費用 7,913  

前払費用 738 契約負債 23,508  

未収入金 1,305 預り金 56  

未収消費税等 10,649 製品保証引当金 1,064  

その他 6 流動負債合計 82,194  

流動資産合計 177,052 固 定 負 債  

固 定 資 産  長期借入金 91,500  

有形固定資産  退職給付引当金 2,466  

建物 5,939 資産除去債務 35  

構築物 358 その他の固定負債 373  

機械及び装置 4,518 繰延税金負債 13,853  

車両及びその他の陸上運搬具 1 固定負債合計 108,228  

工具、器具及び備品 534   

土地 814 負  債  合  計 190,423  

建設仮勘定 1,220    

有形固定資産合計 13,386 （純 資 産 の 部）  

無形固定資産  株 主 資 本  

ソフトウェア 347 資本金 10,005  

のれん 18,864 資本剰余金  

顧客関係資産 48,963 資本準備金 30  

技術関連資産 14,592 その他資本剰余金 28,375  

その他 22 資本剰余金合計 28,405  

無形固定資産合計 82,790 利益剰余金  

投資その他の資産  その他利益剰余金  

関係会社株式及び出資金 34,356 繰越利益剰余金 75,795  

敷金及び保証金 94 利益剰余金合計 75,795  

長期前払費用 687 株主資本合計 114,205  

前払年金費用 2,723 新株予約権 6,472  

その他 9   

貸倒引当金 △0    

投資その他の資産合計 37,871    

固定資産合計 134,049 純 資 産 合 計 120,677  

資  産  合  計 311,101 負 債 純 資 産 合 計 311,101  

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。  
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【２】損 益 計 算 書 
 

  自 2022年 4月１日 

  至 2023年 3月31日 
 

                                       （単位：百万円） 

科       目 金      額 

売 上 高  185,400 

    

売 上 原 価  115,705 

   売 上 総 利 益  69,695 

    

販売費及び一般管理費  41,228 

   営 業 利 益  28,466 

    

営 業 外 収 益   

受取利息 0  

受取配当金 12,484  

その他 143 12,629 

    

営 業 外 費 用   

支払利息 983  

固定資産処分損 836  

システム移行関連費用 678  

その他 65 2,564 

   経 常 利 益  38,530 

税引前当期純利益  38,530 

   

法人税、住民税及び事業税 11,009  

法人税等調整額 △ 2,536 8,472 

当期純利益  30,057 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。  
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【３】個別注記表 
 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（１）デリバティブの評価基準及び評価方法 

原則として時価法により評価しております。 

 

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法 

①商品及び製品 ・・・ 個別法に基づく原価法により評価しております。 

なお、貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定してお

ります。 

②仕掛品 ・・・ 個別法に基づく原価法により評価しております。 

なお、貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定してお

ります。 

③原材料及び 

 貯蔵品 

・・・ 移動平均法に基づく原価法により評価しております。ただし、一部個別法に基づく原

価法により評価しております。 

なお、貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定してお

ります。 

 

（３）固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物 ３～47年 

構築物 ３～50年 

機械及び装置 ４～17年 

車両及びその他の陸上運搬具 ４～７年 

工具、器具及び備品 ２～20年 

②無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

自社利用ソフトウェア ３～５年 

顧客関係資産 20年 

技術関連資産 10年 

③リース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

（４）のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間で均等償却しております。 

 

（５）外貨建金銭債権債務の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 
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 （６）引当金の計上基準 

①貸倒引当金 ・・・ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率等

を勘案して必要額を、貸倒懸念債権及び破産更生債権については、個別に回

収可能性を勘案した回収不能見込額を計上しております。 

②製品保証引当金 ・・・ 製品のアフターサービスに対する費用の支出に備えるため、保証期間内の

サービス費の発生見込額を過去の実績を基礎として計上しております。 

③退職給付引当金 ・・・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる

額を計上しております。 

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（12年）による定額法により費用処理しております。また、数理計算上の差

異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしております。 

なお、退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度までの期

間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっております。 

 

  

（７） 収益及び費用の計上基準 

 当社では「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第 29 号 2020 年 3 月 31 日。以下「収益認識会計基準」

という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第 30号 2020 年 3 月 31 日）を

適用しており、以下のステップを適用することにより、収益を認識しております。 

ステップ１：顧客との契約を識別する。 

ステップ２：契約における履行義務を識別する。 

ステップ３：取引価格を算定する。 

ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する。 

ステップ５：履行義務の充足時に（又は充足するにつれて）収益を認識する。 

 

 当社グループでは、半導体製造装置、並びに関連するサービスの提供を行っております。 

上記５ステップアプローチに基づき、顧客との契約内容に応じて、契約の結合及び複数の履行義務の識別を行って

おり、顧客との契約において約束された値引きなどを控除した金額で取引価格を算定しております。 

その上で、取引価格を独立販売価格の比率でそれぞれの履行義務に配分し、収益を認識しております。独立販売価

格は、見積コストにマージンを加えて独立販売価格を見積もる方法を用いて算定しております。 

 

①機器の販売 

 機器の販売の収益認識については、顧客との契約内容に基づいて、顧客が当該機器等に対する支配を獲得

し、履行義務が充足されると判断した時点で収益を認識しております。具体的には、所有権及びリスク負担が

当社から顧客に移転する時期等に応じて、顧客に引き渡された時点、又は顧客の検収がなされた時点等で収益

を認識しております。 

 

②サービスの販売 

 サービスの販売は、主に機器の改造や移設、メンテナンス等の取引となっております。機器の改造や移設の

取引は、作業完了によって資産の所有に伴う重大なリスクと経済価値が顧客に移転した時期等を勘案して作業

完了時点で収益を認識しております。又、メンテナンス等一定期間にわたりサービス等の支配の移転が行われ

る取引は、主に経過期間を指標としたアウトプット法に基づいて収益を認識しております。 

 

 なお、これらの機器等の販売やサービスの販売に係る対価は、収益を認識した時点から概ね１年以内に受領

しており、重大な金融要素は含んでおりません。 
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２．貸借対照表に関する注記 
 

（１）担保資産及び担保付債務 

①担保に供している資産 

 建物 5,939 百万円 

 土地 814  

 合計 6,753  

       上記の担保は、当社と金融機関との間で締結した貸付契約に基づく債務に係るものであります。 

②担保に係る債務 

 償還期長期借入金 6,000 百万円 

 長期借入金 91,500  

 

（２）関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 
 

   関係会社に対する短期金銭債権  10,130 百万円  

  関係会社に対する短期金銭債務  1,368  

 

（３）有形固定資産の減価償却累計額  35,195 百万円 
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３．税効果会計関係 

 （１）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 
当事業年度 

（2023 年３月 31 日） 

繰延税金資産  

たな卸資産評価減 2,010 百万円 

減価償却の償却超過額 465  

関係会社株式 92  

未払賞与 760  

未払費用 47  

未払事業税 299  

製品保証引当金 325  

退職給付引当金 755  

その他 2,153  

繰延税金資産 小計 6,909  

評価性引当額 △293  

繰延税金資産 合計 6,616  

   

繰延税金負債   

顧客関係資産 △14,992  

技術関連資産 △4,468  

前払年金費用 △833  

その他 △174  

繰延税金負債 合計 △20,469  

繰延税金負債の純額 △13,853  

 

（２）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ

た主要な項目別の内訳 

 
当事業年度 

（2023 年３月 31 日） 

法定実効税率 30.6 ％ 

（調整）   

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △9.5  

外国源泉税等永久に損金に算入されない項目 2.0  

税額控除 △4.0  

評価性引当額の増減 2.5  

その他 0.2  

税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.0  
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４．関連当事者との取引に関する注記 

  （１）子会社及び関連会社等 
 

種類 
会社等 

の名称 
住所 

資本金 

又は 

出資金 

事業の内容 

又は職業 

議決権等 

の所有 

割合（％） 

関連当事者 

との関係 

取引の 

内容 

取引 

金額 

(百万円) 

科目 

期末 

残高 

(百万円) 

子会社 

㈱国際電気セ

ミコンダク

ターサービス 

日本 
百万円 

300 

半導体製造

装置の製

造、販売、

据付、保守 

100.0 

販売先 

被債務保証 

役員の兼任 

被債務保証 

（注）1 
97,500 － － 

子会社 

Kook Je 

Electric 

Korea Co., 

Ltd. 

韓国 

百万韓国

㌆ 

4,926 

半導体製造

装置の製

造、販売、

据付、保守 

100.0 
販売先 

役員の兼任 

当社の半導 

体製造装置 

等の販売 

（注）2 

20,951 売掛金 4,411 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注) １. 提出会社の金融機関からの借入金について債務保証を受けているものであり、取引金額は2023年３月31日 

現在の被保証債務残高であります。 

２. 取引金額については、市場価格、総原価を勘案して当社希望価格を提示し、交渉の上決定しております。 

 

 

５．１株当たり情報に関する注記 
 

(1)  １株当たり純資産額   495円67銭 

 １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  純資産の部の合計額    120,677百万円 

  純資産の部の合計額から控除する金額             6,472百万円 

  （うち新株予約権）   (6,472百万円) 

  普通株式に係る当事業年度末の純資産額 114,205百万円 

 １株当たり純資産額の算定に用いられた当事業年度末の普通株式の数 

    230,404千株 

     

(2) １株当たりの当期純利益   130円46銭 

 １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  当期純利益   30,057百万円 

  普通株主に帰属しない金額   - 

  普通株式に係る当期純利益   30,057百万円 

  普通株式の期中平均株式数   230,401千株 

 

６．重要な後発事象に関する注記 

該当事項はありません。 

 

 


